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16) 川島,前掲蕎 pp.48ト483,外務省編 ｢日本外交文書｣大正13年第2冊,1981年,ppl139-
140,161-201｡
17) 外務省臨時調査部,関東州租借地二於ケル自由港制度調査(条約改正詞査報告書第31号),1924
年7月,大蔵省 ｢昭和財政史資料｣2-55所収｡大蔵省編 ｢明治大正財政史｣第19巻 (外地財政
下),1940年,pp.1134-1136｡





















































































25) 外務省記録 ｢臨時条約改正調査委員会議一件 別冊第三小委員会｣ (以下 ｢第三小委員会｣と
略)所収｡
26) 前掲,関東州租借地二於ケル自由港制度調査,p.loo
27) 外務省記録 ｢臨時条約改正調査委員会議一件 別甜第十,十一,十二小委員会｣所収｡






















































32) 全国商業会議所連合会 ｢関税改正に関する大体意見｣1909年9月 (｢明治大正財政史｣第8巻
p.336),第26回帝国議会衆議院議事速記録,p･301など｡





























36) 満鉄庶務部調査課 ｢関東州特恵関税に就て｣1925各 p.50
37) 大連商業会議所 ｢満蒙産業政策確立二閑スル意見書｣1924年｡
38) 外務省記録 ｢帝国産業政策及法規関係雑件｣所収｡
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優先順位 品 目 法律
8 草 額 ･△7)
9 L小 麦 粉と う も ろ こ し澱 .亘 素 麺 ×〉く
10 豚 肉鶏 卵 ×〉く
-ll 鳥 獣 肉 加 工 品 ×p
12 果 実疏 菜 △8)×
13 ガ .ソ ニ ー 袋茸 ~.麻 布 _ x 9).七〇 10)
14石 鹸 ′ ×
15 甘 草 .エ キ ス O
16 ナ フ タ .リ ンその他 コールタール分館物より誘導 したる化学的生成晶 ○11)
17 . 骨 - 顔阿 謬ゼ ラ チ ン ○_
8ー ブ ロ ー ム ○堤 - 化 加 盟 ×
炭 酸 〝 ×













る (または ｢できる｣)以下の品目であった｡関東州塩を原料とできる ソーダ
釈,製塩業の副産物であるブローム,硫酸てグネシウム.牧羊業関係諸晶B,







絹織物など),鉄製品 石鹸,養豚 ･養鶏関係品乱 読菜,特恵容認業種でも















51) 関東州製産物二対シ特恵関税制定ノ件,外務省記録 ｢帝国関税並法泉雑件 関東州特恵関税}









































そ の 他 合 計 l 1,588 3,619 4,451 5,734
(秦)日本の対関東州
輸入給額 157,034 150,439 121,405 76,719
注) a.1927年改正追加晶 も.同29年追加品




























59) 坂野潤治,政党政治と中国政策- 1919-1926年一 ,｢年報 ･近代日本研究2 近代日本と
東アジア｣1980年,p.1070
60) 前掲 ｢関東州特恵関税に就て｣pp.12-130




90 (402) 第142巻 第4号
ところで,満州事変とそれに続く ｢満州国｣成立ならびに30年代の恐慌は,
従来の政策の枠組みを変化させ,関東州閑税制度その他日本の対満州関税政策
の再検討62)を余儀なくさせている｡本小稿では部分的にしかふれられなかった
当時の日本および関東州･満州の産業構造 ･貿易構造などとの関連での政策分
析も含軌 後の課題としたい.
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